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大学院設立の趣旨説明、教育課程の特徴説明、入試概要の説明、個別相談など
《ご都合により大学院説明会へ参加できない方へ》 個別に日程を調整いたします。お気軽に本学までお問い合わせください。
プログラム
10月26日㈪～28日㈬の3日間にわたり、2010年3月修了予定の院生が策定中の『事
業計画書』について、各院生による中間発表が行われ、教員による審査が行われまし
た。この審査による評価とアドバイスをもとに、各院生は事業計画を見直し、1月の最終
提出に向けて訂正・改善を行い、よりレベルの高い事業計画へとブラッシュ・アップしてい
きます。
また、この全院生の審査結果をもとに選考会議が行わ
れ、評価の高かった起業をめざす4名の事業計画が優れ
た事業として選ばれました。11月23日㈪には、学外の識者を交えた『投資評価推薦審査会』が開催
され、この4名の計画が発表され審査されました。この審査会には、総長、学長はじめ学内の審査
員5名のほか、学外からベンチャー キャピタルである事業創造キャピタル㈱永瀬俊彦社長、および日
本最大のベンチャーキャピタル㈱ジャフコの元専務取締役で現㈱エ
クゼクティブ・パ トーナーズの山本滋彦理事をお招きして、4名の院生によるプレゼンテーションと、審
査員による活発な質疑応答をもとに、厳正な審査が行われました。この審査の模様は、新潟本校で
は他の院生、教員がオブザーバ とーして傍聴し、東京キャンパスにはテレビ会議により審査状況が
放映され、多数の院生・教員が審査会を聴講しました。4名の事業計画は大変ユニ クーなものと評
価され、また、海外での事業が大半を占めたのも本年の特徴でした。
この審査結果は追って発表されますが、来年には選ばれた院生の最終レポ トーをもとに、外部のベンチャーキャピタルによる
『投資審査』が行われ、審査に通れば、資金が提供され、起業が実現する予定です。
地域の産業の振興と発展を図るために県内外企業・団体等
が一同に会する「新潟国際ビジネスメッセ」に今年もブ スー出展
しました。
『事業計画中間発表ならびに投資評価推薦審査会』
URL http://www.jigyo.ac.jp/   e-mail info@jigyo.ac.jp
大学院説明会日程（新潟キャンパス） 大学院説明会日程（東京キャンパス）
詳しくは募集要項をご覧ください。募集要項をご希望の方は、本学までお申し込みください。募集概要
平成22年度
春学期（4月入学）
入学試験日程
入学試験日 出願期間
第3次募集 平成22年 1月16日㈯ 平成21年10月19日㈪～平成22年 1月 8日㈮
第4次募集 平成22年 2月 6日㈯ 平成21年10月19日㈪～平成22年 1月29日㈮
第5次募集 平成22年 3月 6日㈯ 平成21年10月19日㈪～平成22年 2月26日㈮
第6次募集 平成22年 3月27日㈯ 平成21年10月19日㈪～平成22年 3月23日㈫
㈱エクゼクティブ・パ トーナ ズー 山本滋彦理事
事業創造キャピタル㈱ 永瀬俊彦社長
新潟国際ビジネスメッセ2009
（左写真）富山栄子先生（左）と小嶋宏文先生（右）
（右写真）院生の岡野康弘さんが、自身の事業計画を紹介
誌上講義
「技術経営」（Management of Technology）
日本の製造業は、グローバル化、情報通信技術やデジタル技術の発達などの新しい市場･競争
環境の中で、これまでとは大きく状況が変わってきた。優れたものを低コストで開発･製造すれば、
企業の業績に結びつくという状況ではなくなった。日本の輸出産業をリ ドーしてきたエレクトロニ
クス産業でも、DVD・ブルーレイ、薄型TV、デジタルカメラなどを世界に先駆けて製品化し、イノ
ベーションをリ ドーしてきたが、新製品を導入しても価格低下が急速に進み、利益に結びついてい
ない。価値獲得を困難にしている大きな要因の一つが、製品アーキテクチャーの変化である。
製品アーキテクチャーとは、簡単に言うと製品の構造という意味であり、部品をレゴのように組
み合わせるモジュラー型（組み合わせ型）と、全体最適を考えて各部品間の調整を行いながら造り
こんでいくインテグラル型（擦りあわせ型）がある。パソコンはモジュラー型の製品であり、自動車
などはインテグラル型の製品であるといえる。部品のモジュール化が進むと徐々にモジュラー型に
移り、技術力がない企業でも部品･デバイスを購入すれば、ある程度の機能を持った製品を製造で
きるようになるため、企業の参入が容易になり、競争が激化し、利益が上げられなくなる。
日本のエレクトロニクス産業で価値獲得が出来ないのも、モジュール化の影響が大きい。従来
は、日本企業が得意としてきたアナログ技術及び精密なメカニズム部品、更にそれらを統合的に製
品にまとめる擦り合せ技術･ノウハウ等により競争力を高めてきたが、デジタル化により、主要部品
がモジュー ル化され製品の差別化が難しくなる中、液晶TV、DVDなどに多くの企業が参入し、コス
ト競争が激しくなり、価格の低下に拍車をかける状況になった。製品アーキテクチャーは、製品そ
のものだけではなく、生産活動にも大きな変化を及ぼしている。モジュー ル化により、海外の賃金が
安い国での分業化が加速され、電子機器製造の専門会社が台頭し、これらの企業を活用した海
外企業の低価格製品に苦しめられている。
しかし、これらの経営環境の変化の中で、付加価値の高い製品できちんと良い業績を残して
いる会社がある。iPod、iPhoneで好業績を上げているApple社、Wii及びニンテンドーDSで業績
を伸ばしている任天堂などである。音楽携帯端末は、それまでは日本企業の独壇場であったが、
Apple社がiPodを発売して以来、瞬く間に市場を席巻し、Apple社再生の原動力となった。任天堂も使いやすい、面白さを感じ
る製品で市場を拡大した。音楽携帯端末のような軽薄短小機器の製造は、日本企業の得意とするところであり、デジタル・オー
ディオ技術、部品などの全ての技術要素は手元にあったにもかかわらず、なぜ日本企業がすぐに反撃できず、iPodは付加価値
を獲得できたのだろうか。iPodは単なる音楽携帯端末ではなく、iTunesというソフトウェアとiTunes Music Storeという音楽流
通システムにより、聴きたい音楽をどこでも聴きたいだけ聴けるような仕組みを作り、それに最適のインタ フーェイスをつけたと
ころがiPodの優れたところで、他社が容易に追いつけない要因である。iPodやWiiに共通するものは、インタ ネーット社会におい
て、単に個々の単体としての製品ではなく、その製品が持つ機能と人間とのインターラクション、その製品を使って行われるサー
ビスなどを統合して提供するものであることである。
これからのモノづくりにおいて、価格競争に陥らず価値獲得が出来るようにするには、ハ ドーウェアとしての製品はもちろん、
製品を使うことによって可能になる経験とそれを支援するサービス、更にその結果生まれてくる生活や社会を思い描いく構想力
が重要であり、システム思考と統合デザイン能力が必要となってくる。しかしこのような志向の障害の一つは事業部制のような
縦割り制度で、事業部をまたぐ多様な機能･仕組みが必要な製品は作りたくても作れず、自分達の守備範囲の中での部分最適
になりがちである。戦略性を持ったトップダウン的なコンセプト創造からのアプローチが必要となろう。
これらのような技術に関わる経営の諸問題について、どのように考えていったら良いかということが、「技術経営」の課題で
ある。私が担当している講座では、優れた企業及び製品、また技術が関わるビジネスの成功･失敗の具体的事例などを取り上
げ、その背後にある種々の要因を学生と議論することにより、そこに共通する論理や考え方を学びたいと考えている。
郷 道 　 博 宣
 － Godo Hironobu －
【担当科目】技術経営の基礎、演習
   教授
東京大学工学部～スタンフォー ド
大学工学部機械工学科修士課程
修了
ソニー㈱ビデオ第一事業部長など
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コンスー マー用、業務用、放送用Ｖ
ＴＲ及びビデオ関連機器の開発・
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その他ハイビジョン機器等の技術
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日本ベンチャー学会開催報告
【総　括】 『新潟から日本のイノベ シーョンの発信と実行を』
開 催 報 告
早稲田大学ビジネススクール　教授･商学博士　松 田  修 一（前日本ベンチャー学会会長）
13日㈮の見学ツア ・ー前夜祭、14日㈯の懇親会を始め、新潟ならではの素晴らしい演出とテーマに
沿った問題提起と活発な議論ができたことを、池田総長や、湯川学長、原副学長、田中教授を始め、多
くの大会運営関係者に感謝いたします。
さて、大会を振り返り、次の5点について整理しました。
01  遠からず来る北東アジア時代の拠点：新潟
前日の13日、学会員20名強で、日本の和菓子の「おかき」のガリバー、亀田製菓の工場見学をさせていただき、田中通泰社
長を始め、多くの工場関係者からご説明をいただきました。驚いたのは、食品の安心・
安全確保のための工場現場の管理の徹底化です。つなぎの紙製上下、頭キャップ、靴
キャップ、当然マスクに身を固め、エアシャワーを浴びて、無理にお願いして原則非公
開の工場内を案内していただきました。主力商品である柿の種の製造と煎餅製造の2
種類を、粉の投入から、焼き工程、味付け工程、紙パック工程を見せていただき、装置
工業でかつ食品現場の両面の工場作りの真髄を見せていただきました。
その後、観客動員力日本No.1アルビレックス新潟のホーム、「東北電力ビッグスワン
スタジアム」のご案内をしていただきました。白鳥が渡ってくる潟のほとりに立つ、芝生
の素晴らしいスワンサッカー場を埋め尽くした4万人のサポーターの勝利の雄叫びが聞
こえてくるようでした。夕刻の空を白鳥が隊列を組んで鳴きながら帰ってきました。
02  基調講演：バブソン大学と事業創造大学院大学
両校は、3年間の提携関係があり、そのご縁で世界トップのアントレプレナーシップ教育を行っている米国バブソン大学研
究科長のキャンディダ.G.ブラッシュ教授をお迎えし、歴史と教育内容を中心に「地域におけるイノベーションとビジネス・スクー
ルの役割」のプレゼンをしていただきました。学会のためだけに来日され、オバマ大統領並みの滞在です。
事業創造大学院大学池田弘総長からは、「地域意識の醸成とスポーツの役割」というテーマで、新潟にワールドカップを
呼ぼうという運動からアルビレックス新潟の創生の話、地域と家族の一体感の創出のビデオなどを通し、スポーツという「感
動ビジネス」のモデルを見せていただきました。イノベーションは、時代、技術、市場の変革を感じ取ったメチャ明るい強いリー
ダーから起きてくることを確信しました。
03  日本の農・食文化の拠点としての新潟企業群
新潟は、信濃川の肥沃な土地をベ スーに、良質な米を中心に、「酒」、「煎餅」、「もちやご飯」の食品加工業が発展しました。
亀田製菓㈱田中通泰社長の講演、佐藤食品工業㈱佐藤功社長、麒麟山酒造㈱齋藤吉平会長らのパネルでお話を伺いました。
酒については、地の利（軟水）にあった酒へのこだわり、量の拡大か品質の向上か、最適な酒米をいかに開発するか等、研
究所と一体となった長期開発の重要性がわかりました。最高の麒麟山のお酒を懇親会で堪能しました。
2009年11月14日㈯～15日㈰、事業創造大学院大学が幹事校となり、NSG
学生総合プラザSTEPを会場として、新潟市で日本ベンチャー学会第12回全
国大会が開催されました。全国の学会員のほか地元新潟からも多くの人が集
まり、参加者は総勢400名を超えました。パネルディスカッションには県内企業
の経営者らがパネリストとして登場し、一日目は企業の海外進出やグローバル
化が進む中での企業のあり方について、二日目は新潟で食品加工産業が発展
した背景や今後の課題などについて、活発な討論が繰り広げられました。
大会を振り返り、日本ベンチャー学会の第二代会長、松田修一氏に総括し
ていただきました。
 第12回全国大会  「地域活性化と地域発ベンチャー 」
東北電力ビッグスワンにて
【10月～12月 開催実績】
L e c t u r e  R e p o r t
2009年10月17日㈯、松本大（まつもと･おおき）客員教授による特別講義が開催されました。起業から現在に
至るまでの話に始まり、生き残っていくために経営者として何が必要と考えるか、ステークホルダーとの関係、社
会に対するスタンス、これからの市場として中国に注目する根拠など、内容は多岐に渡りました。その一部をご
紹介します。
起業のきっかけは金融ビッグバン
1997年、日債銀（現あおぞら銀行）の海外事業撤退というニュ スーが流れ、直後には橋本内閣がビッグバンの要項を発表しまし
た。当時、私はゴールドマンサックス証券のトレーダーだったのですが、日本の金融に大きな変化が起こることを感じ、会社に提案し
てすぐにビッグバン対応の部門をつくりました。そして、これからビッグバン後の日本の世の中がどうなると思うかについて、投資家や
金融機関に話を聞いて回ると全員から違う意見が返ってきました。投資家や金融機関の話を全て聴いた結果、ビッグバンの全体像が
見えた他に、日本の金融機関が抱える問題に気付くことができました。不良債権というストック上の負の遺産と、コストが高いというフ
ロ 上ーの負の遺産です。お金を商品にしている金融機関がコスト高では本末転倒です。インターネットの利用と少人数体制によりコス
ト管理を徹底すれば、より有利で低コストな多くの証券の取引機会を提供できます。インターネット証券会社であるマネックスをつくろ
うと思ったのは、そういう理由からです。
起業、ベンチャーの意義とダーウィンの進化論
ダーウィンの進化論にもあるとおり、生物の進化は連続的にではなく、非連続的に起こります。突然変異の多くはすぐに死んでしま
いますが、最適な首の長さで偶然に生まれたキリンの子孫が生き残るように、環境により高く適応した数少ない種がその後長く生き
続けます。この非連続の進化が無ければ、種は衰退の道を辿ります。起業、ベンチャーと社会の関係も同じことで、生まれても多くは
滅びてしまいますが、この挑戦が無ければ社会全体が発展していきません。ただし、キリンの首と違いビジネスは競争相手も簡単に
変化するので、企業というものは常に新しい変化を続けていく必要があります。
次の子年で引退
1999年8月から一営業日も休まず「松本大のつぶやき」というブログを更新しています。このブログと同じ内容を全社員にもメール
で配信することがあるのですが、2008年（干支で言う所の子年）の最初の配信に、私はこの子年を、私にとって最後の子年であると
いう決意をもって臨みたいと書きました。干支が一回りして次の子年になるまで、つまりあと12年で辞めるという不退転の決意につい
て書きました。この言葉の意味を理解した方が読み手の中にあまりいなかったので、今年の2009年1月はもっと分かりやすく同じこと
を書きました。来年の2010年も、再来年も同じことを言い続け、最後は本当に辞めます。自分の代わりをつくるためです。自分は毎年
１つ歳をとりますが、ビジネスの対象フィー ルドである社会の平均年齢は追いかけてきません。どんなに自分が頑張っても、自分は社
会の中心からは離れていってしまいます。組織はつくった瞬間から古くなり始めますし、最大の“旧体制”は自分の中にあります。組織
を陳腐化させないための対策が必要です。
ステークホルダーの究極的な序列は？ 
平時における企業は、お客様、株主、社員、社会の四者すべてのステークホルダーの利益を同時に達成することができますが、でき
ない場合はどれを優先すべきでしょうか。残念ながら、日本の企業はステークホルダーではない経営者（受託者）が優先されること
が多いのが現状です。マネックスでは、社員の優先順位付けを１番とはしていないことについては、既に会社の方針として伝えてありま
す。重要なのは、平時のうちに予め四者のステークホルダーの序列を考えておくことです。緊急時には、混乱して正しい判断ができなく
なってしまうからです。
最も大切なものは「理念」
会社の経営に最も大切なものは理念です。理念は高く遠いほうがよいと思います。例えば北極点（＝近く）に理念を置くと、その北
極点を挟んで向かい合って立つ2人は、いつも同じ北の方角を見ているつもりでも互いに違う方向を向いていることになりますが、北
極点ではなく北極星（＝遠く）に理念を置けば、どの場所にいても同じ方角にある遠くの方向を向くことができます。北極点を挟んで
向かい合う2人も、北極星を一緒に見る2人も、どちらも見ている方角は北ですが、向いている方
向について前者は違う方向、後者は同じ方向になるため、北極点（＝近く）ではなく北極星（＝遠
く）に理念を置くことで組織としての出力が高まると私は考えています。組織として強い力を発
揮するには、同じ方向を向いてベクトルを合わせることが大事です。マネックスの理念は、最良の
金融サービスを自分たちの手で作っていこうというものです。少人数でベンチャーを始めるとき
はどうしても既得権益をつくりたくなるものですが、理念を実現するためであれば自分たちより
も優秀な人材を喜んで迎え入れ、上位の役職を与えようということを最初に決め、賛同した人だ
けでマネックスの経営を始めました。
「ベンチャーと経営哲学」
『スポーツビジネスへの招待』
『自分との戦いと経営』
『世界ブランドから学び、日本ブランドの新たな
可能性を探る  ～地域から全国へ、世界へ～』
『どうすれば人が輝くのか ～人が輝けば、
店が輝く 輝いている店に人が集まる～』
『21世紀の産業革命
～燃やさない文明の提言～ 』
『変化の創造』
2009年10月3日（土）
2009年12月12日（土）
2009年12月12日（土）
2009年12月26日（土）
2009年10月31日（土）
2009年12月12日（土）
マネックスグル プー株式会社
代表取締役社長CEO　松本　大
特別講義・特別講演会報告
東京大学サスティナビリティ学連携研究機構
特任教授  村沢　義久
株式会社トップカルチャー
代表取締役社長 清水　秀雄
早稲田大学大学院スポ ツー科学研究科
教授  平田　竹男
新潟綜合警備保障株式会社
取締役会長  廣田　靖夫
日本ブランドアソシエイツ株式会社
代表取締役兼CEO  豊隅　優
有限会社てっぺん
代表取締役  大嶋　啓介
【講義要約】
会場となったNSG学生総合プラザSTEP
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